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1. 業績 

(1) 平成 17年 6月期第 3四半期の業績（平成 16年 7月 1日～平成 17年 3月 31日） 

 平成 16年 6月期 
第 3四半期（前年同期） 

平成 17年 6月期 
第 3四半期（当四半期） 

対前年増減率 
平成 16年 6月期 
前期（通期） 

 
売 上 高 

百万円 
735 

百万円 
594 

% 
△19.2 

百万円 
931 

営 業 利 益 61 9 △85.0 50 
経 常 利 益 56 9 △83.2 45 
当 期 純 利 益 31 △26 － 26 

総 資 産 928 826 △11.2 922 
株 主 資 本 759 714 △5.9 754 

 
(2) 部門別売上高 

 平成 16年 6月期 
第 3四半期（前年同期） 

平成 17年 6月期 
第 3四半期（当四半期） 

 
対前年増減率 

平成 16年 6月期 
前期（通期） 

 金額 構成比 金額 構成比  金額 構成比 

 
iLearning事業 

百万円 
547 

％ 
74.5 

百万円 
452 

％ 
76.2 

％ 
△17.4 

百万円 
699 

％ 
75.2 

Learning事業 187 25.5 141 23.8 △24.5 231 24.8 

合  計 735 100.0 594 100.0 △19.2 931 100.0 

(注) 1.売上高及び部門別売上高には消費税等は含まれておりません。 

2.百万円未満の数字は切り捨てて表示しております。 

3.当期より Products&Services 事業を iLearning 事業に含めて事業区分を iLearning 事業、

Learning事業の 2区分に変更しております。 
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2. 業績の概況（平成 16年 7月 1日～平成 17年 3月 31日） 

当第3四半期会計期間におけるわが国経済は、原油高や情報通信分野の在庫調整の影響が残るものの、

企業収益の底堅い改善傾向の中にあり、雇用動向においては企業労働力の不足感が見られる状況となって

おります。このような状況下において当社では、法人向け戦略製品であるiStudy Enterprise License（平

成17年3月末現在、208社採用）、iStudy Enterprise Server（平成17年3月末現在34社採用)の拡販、iStudy

シリーズの拡充（平成17年1月～3月迄で62タイトルリリース）に注力してまいりました。iStudyシリーズ

の売上高においては、横ばい状態が続いているものの3月で年度末を迎える法人顧客からの受注がほぼ計

画通りに完了いたしました。その結果、当社の当第3四半期の売上高は、594百万円（前年同期比19.2％減）、

営業利益9百万円（前年同期比85.0%減）、経常利益9百万円（前年同期比83.2%減）となりました。四半期

純損益につきましては、当中間会計期間に計上した投資有価証券評価損により四半期純損失26百万円（前

年同期は31百万円の利益）となりました。 

 
3. 当期の見通し（平成 16年 7月 1日～平成 17年 6月 30日） 

今後のわが国の経済は、設備投資の増加や雇用情勢の好転等、穏やかに回復基調が続くものと期待され

ておりますが、景気回復が本格化していない状況である中、IT企業を取り巻く環境は、中国でのソフトウ

エア開発の増加、開発人件費単価の下落により、収益確保が難しくなってきております。当社は法人向け

の人材育成の仕組みである iStudy Enterprise License や iStudy Enterprise Server に引き続き注力

してまいります。平成17年6月に本店移転を予定しており、事業所の統合および研修教室の削減（現在の7

教室から3教室へ）を通じて来期以降の固定経費負担の削減を図ってまいります。以上の見通しにより、

当社の業績予測は平成17年2月2日に公表いたしましたとおり売上高750百万円、経常損失19百万円、当期

純損失87百万円を見込んでおります。 

また、配当につきましても、平成17年2月2日に公表いたしましたとおり無配当とする予定であります。 

 
平成 17年６月期（平成 16年７月 1日～平成 17年６月 30日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通 期 750 △19 △87 0 00 0 00 

(参考）1株当たり予想当期純利益（通期）△12,862円 21銭 
 
※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社にて判断したものであり、リスクや不確定要素等の要因が含

まれており、実際の予想とは異なる可能性があります。 
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4. 四半期財務諸表 

(1) 四半期貸借対照表 
（単位：千円） 

 
 当第 3四半期会計期間末 

 
（平成 17年 3月 31日現在） 

前第 3四半期会計期間末 
 

（平成 16年 3月 31日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成 16年 6月 30日現在） 

区分 注記

番号 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産 

現金及び預金 456,387  493,556  502,001  

売掛金 154,374  171,729  142,619  

有価証券 10,012  10,011  10,011  

たな卸資産 25,289  52,146  61,556  

その他 22,156  24,926  24,003  

貸倒引当金 △2,878  △1,521  △2,173  

流動資産合計 665,341 80.5 750,850 80.9 738,020 80.0 

Ⅱ 固定資産       

有形固定資産 ※1       

(1)建物  10,621  13,059  12,328  

(2)工具器具備品 37,163  32,198  29,737  

(3)建設仮勘定 ―  ―  9,004  

有形固定資産合計 47,784  45,257  51,070  

無形固定資産 36,764  37,831  40,120  

投資その他の資産       

(1)投資有価証券 10,680  40,000  40,000  

(2)敷金保証金 63,406  51,456  51,318  

(3)その他 2,934  2,953  2,668  

貸倒引当金 △224  △224  △224  
投資その他の資産 
合計 76,796  94,186  93,763  

固定資産合計 161,345 19.5 177,275 19.1 184,954 20.0 

資産合計 826,686 100.0 928,125 100.0 922,974 100.0 
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（単位：千円） 

 
 当第 3四半期会計期間末 

 
（平成 17年 3月 31日現在） 

前第 3四半期会計期間末 
 

（平成 16年 3月 31日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成 16年 6月 30日現在） 

区分 注記

番号 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（負債の部）  ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債  

買掛金  31,297  64,062  61,577  
一年内返済予定長期 
借入金 

 
―  7,500  5,625 

 

未払法人税等  313  20,602  18,042  

ポイント引当金  2,513  3,998  3,645  

その他  75,484  69,825  77,500  

流動負債合計  109,609 13.3 165,988 17.9 166,391 18.0 

Ⅱ 固定負債        

繰延税金負債  2,098  2,532  2,258  

固定負債合計  2,098 0.2 2,532 0.3 2,258 0.3 

負債合計  111,707 13.5 168,521 18.2 168,649 18.3 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金  339,112 41.0 338,812 36.5 338,812 36.7 

Ⅱ 資本剰余金        

1.資本準備金  288,349  288,049  288,049  

資本剰余金合計  288,349 34.9 288,049 31.0 288,049 31.2 

Ⅲ 利益剰余金        

1.利益準備金  100  100  100  

2.任意積立金        

特別償却準備金  3,950  5,800  5,800  
3.第 3四半期（当期） 
 未処分利益 

 
83,467  126,842  121,562  

利益剰余金合計  87,517 10.6 132,742 14.3 127,463 13.8 

資本合計  714,979 86.5 759,604 81.8 754,325 81.7 
負債資本合計 826,686 100.0 928,125 100.0 922,974 100.0 
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(2) 四半期損益計算書 
 （単位：千円） 

  
当第 3四半期会計期間 
自 平成 16年 7月 1日 
至 平成 17年 3月 31日 

前第 3四半期会計期間 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 6月 30日 

 

区分 
注記 
番号 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

  ％ ％ ％

Ⅰ 売上高  594,098 100.0 735,101 100.0 931,012 100.0 

Ⅱ 売上原価  350,623 59.0 448,935 61.1 583,611 62.7 

売上総利益  243,474 41.0 286,166 38.9 347,400 37.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  234,214 39.4 224,570 30.5 296,724 31.9 
営業利益  9,260 1.6 61,596 8.4 50,676 5.4 

Ⅳ 営業外収益  ※1 7,328 1.2 2,758 0.4 3,790 0.4 

Ⅴ 営業外費用  ※2 7,157 1.2 8,099 1.1 9,436 1.0 
経常利益  9,431 1.6 56,254 7.7 45,030 4.8 

Ⅵ 特別利益  ※3 1,355 0.2 2,647 0.4 6,392 0.7 
Ⅶ 特別損失  ※4 29,818 5.0 494 0.1 1,086 0.1 
税引前第 3四半期 
（当期）純利益又は 
第 3四半期純損失（△）

 
△19,031 △3.2 58,408 8.0 50,336 5.4 

法人税、住民税 
及び事業税 

 3,747 0.6 26,885 3.7 24,333 2.6 

法人税等調整額  3,645 0.6 △34 △0.0 △274 △0.0 
第 3四半期（当期） 
純利益又は 
第 3四半期純損失（△）

 
△26,424 △4.4 31,557 4.3 26,277 2.8 

前期繰越利益  109,891  95,285  95,285  
第 3四半期（当期） 
未処分利益 

 83,467  126,842  121,562  
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(3) 四半期キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円） 

 当第 3四半期会計期間 
 

自 平成 16年 7月 1日
至 平成 17年 3月 31日

前第 3四半期会計期間 
 

自 平成 15年 7月 1日
至 平成 16年 3月 31日

前事業年度の要約キャ

ッシュ・フロー計算書 
自 平成 15年 7月 1日
至 平成 16年 6月 30日

区分 
注記 
番号 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

1.税引前第 3四半期（当期） 
純利益又は第 3四半期純損失(△）

 
△19,031 58,408 50,336 

2.減価償却費  35,164 21,152 30,704 
3.有価証券評価損  29,320 ― ― 
4.長期前払費用償却費  992 499 785 
5.貸倒引当金の増加・減少(△)額  705 △17 635 
6.ポイント引当金の減少額  △1,132 △5,685 △9,038 
7.受取利息及び受取配当金  △34 △50 △67 
8.支払利息  52 186 224 
9.為替差損益  5 47 37 

10.固定資産処分損  498 494 1,086 
11.売上債権の減少・増加(△)額  △11,755 35,004 64,114 
12.たな卸資産の増加(△)・減少額  36,267 7,478 △1,931 
13.仕入債務の減少額  △30,279 △29,566 △32,051 
14.預り金の増加・減少(△)額  △2,555 △1,872 716 
15.その他  8,334 14,427 13,424 
小   計  46,553 100,506 118,975 

16.利息及び配当金の受取額  39 34 45 
17.利息の支払額  △42 △171 △206 
18.法人税等の還付・支払（△）額  △25,079 6,296 6,289 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 21,471 106,665 125,104 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

1.固定資産の取得による支出  △35,083 △15,998 △24,265 
2.定期預金の増加額  △26 △3 △6 
3.投資有価証券の取得に係る支出  ― △40,000 △40,000 
4.その他  △13,785 △2,513 △2,375 
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 
△48,894 △58,515 △66,646 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

1.短期借入金の減少額  ― △4,000 △4,000 
2.長期借入金の返済による支出  △5,625 △5,625 △7,500 
3.株式の発行による収入  600 45,150 45,150 
4.配当金の支払額  △13,187 ― ― 
財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 
△18,212 35,525 33,650 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 
△5 △47 △37 
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 当第 3四半期会計期間 
 

自 平成 16年 7月 1日
至 平成 17年 3月 31日

前第 3四半期会計期間 
 

自 平成 15年 7月 1日
至 平成 16年 3月 31日

前事業年度の要約キャ

ッシュ・フロー計算書 
自 平成 15年 7月 1日
至 平成 16年 6月 30日

区分 
注記 
番号 金   額 金   額 金   額 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
当期減少（△）・増加額 

 
△45,640 83,627 92,070 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  404,751 312,681 312,681 
Ⅶ 現金及び現金同等物の 
第 3四半期（期末）残高 ※ 359,111 396,309 404,751 
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（四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項） 
期  別

 
項  目 

当第 3四半期会計期間 
自 平成 16年 7月 1日 
至 平成 17年 3月 31日 

前第 3四半期会計期間 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

前事業年度 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 6月 30日 

1.有価証券の評価基準
及び評価方法 

（その他有価証券） 
時価のないもの 
移動平均法による原価法に

よっております。 
 

（その他有価証券） 
同左 

（その他有価証券） 
同左 

2.たな卸資産の評価基
準及び評価方法 

（製品・商品・原材料・貯蔵品）

移動平均法による低価法に

よっております。 
（仕掛制作費） 
個別法による原価法によっ

ております。 

（製品・商品・原材料・貯蔵品）

同左 
 
（仕掛制作費） 
同左 

 

（製品・商品・原材料・貯蔵品）

同左 
 
（仕掛制作費） 
同左 

 

3.固定資産の減価償却
の方法 

（有形固定資産） 
定率法によっております。 
但し、平成 10年 4月 1日以
降取得の建物（建物附属設備

を除く）については、定額法

を採用し、取得原価が 10 万
円以上 20 万円未満の少額減
価償却資産については、3 年
で均等償却する方法を採用

しております。 
主な耐用年数は以下のとお

りであります。 
建物附属設備 6年～15年 
工具器具備品 4年～15年 
 
（無形固定資産） 
定額法によっております。 
なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内にお

ける利用可能期間（5 年）に
よる定額法によっておりま

す。 
 
（長期前払費用） 
定額法によっております。 

（有形固定資産） 
同左 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（無形固定資産） 
同左 

 
 
 
 
 
 
（長期前払費用） 
同左 

（有形固定資産） 
同左 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（無形固定資産） 
同左 

 
 
 
 
 
 
（長期前払費用） 
同左 

4.繰延資産の処理方法 （新株発行費） 
支出時に全額費用処理して

おります。 

（新株発行費） 
同左 

（新株発行費） 
同左 
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5.引当金の計上基準 （貸倒引当金） 
売上債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

して回収不能見込額を計上

しております。 
 
（ポイント引当金） 
ウェブサイト店舗の利用実

績に応じて発行したポイン

トの使用による販売促進費

の支出等に備えるため、第 3
四半期末におけるポイント

発行残高に対する将来の行

使見込額を計上しておりま

す。 

（貸倒引当金） 
同左 

 
 
 
 
 
 
 
（ポイント引当金） 
同左 

（貸倒引当金） 
同左 

 
 
 
 
 
 
 
（ポイント引当金） 
ウェブサイト店舗の利用実

績に応じて発行したポイン

トの使用による販売促進費

の支出等に備えるため、期末

におけるポイント発行残高

に対する将来の行使見込額

を計上しております。 

6.外貨建の資産又は負
債の本邦通貨への換

算の基準 

外貨建債権債務は、第 3四半
期末日の直物等為替相場に

より円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しており

ます。 

同左 外貨建債権債務は、期末日の

直物等為替相場により円貨

に換算し、為替差額は損益と

して処理しております。 

7.リース取引の処理方
法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

8.四半期キャッシュ・フ
ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算書）

における資金の範囲 

四半期キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、

要求払預金及び取得日から 3
ヶ月以内に満期の到来する

流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動

について僅かなリスクしか

負わない短期投資からなっ

ております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、要求払

預金及び取得日から 3ヶ月以
内に満期の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につい

て僅かなリスクしか負わな

い短期投資からなっており

ます。 

9.その他四半期財務諸
表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

（消費税等の会計処理） 
消費税及び地方消費税につ

いては税抜方式によってお

ります。 

（消費税等の会計処理） 
同左 

（消費税等の会計処理） 
消費税及び地方消費税につ

いては税抜処理によってお

ります。 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、金額的重

要性が乏しいため、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。 

同左  
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注 記 事 項 
（四半期貸借対照表関係） 
当第 3四半期会計期間 
自 平成 16年 7月 1日 
至 平成 17年 3月 31日 

前第 3四半期会計期間 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

前事業年度 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 6月 30日 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 
86,083千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 
66,978千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 
71,815千円 

 
（四半期損益計算書関係） 
当第 3四半期会計期間 
自 平成 16年 7月 1日 
至 平成 17年 3月 31日 

前第 3四半期会計期間 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

前事業年度 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 6月 30日 

※1 営業外収益の主要項目  
受取利息 34千円 

 
 
 
※2 営業外費用の主要項目 
支払利息 52千円 
新株発行費 74千円 
証券事務手数料 4,637千円  

※1 営業外収益の主要項目  
受取利息 50千円 
法人税等還付加

算金 
345千円 

 
※2 営業外費用の主要項目 
支払利息 186千円 
新株発行費 1,294千円 
証券事務手数料 3,370千円  

※1 営業外収益の主要項目  
受取利息 66千円 
法人税等還付加

算金 
345千円 

 
※2 営業外費用の主要項目 
支払利息 224千円 
新株発行費 1,294千円 
証券事務手数料 4,338千円  

 
※3 特別利益の主要項目 
ポイント引当金

戻入益 
1,355千円 

   

 
※3 特別利益の主要項目 
貸倒引当金戻入

益 
17千円 

ﾎﾟｲﾝﾄ引当金戻

入益 
2,630千円 

 

 
※3 特別損失の主要項目 
ポイント引当金

戻入益 
6,392千円 

   

 
※4 特別損失の主要項目 
固定資産除却損 498千円 
投資有価証券評

価損 
29,320千円 

 

 
※4 特別損失の主要項目 
ソフトウエア除

却損 
494千円 

 

 
※4 特別損失の主要項目 
ソフトウエア除

却損 
1,086千円 

 

 
5 減価償却実施額 
有形固定資産 14,267千円 
無形固定資産 20,896千円  

 
5 減価償却実施額 
有形固定資産 13,557千円 
無形固定資産 7,594千円  

 
5 減価償却実施額 
有形固定資産 18,394千円 
無形固定資産 12,309千円 

 
 
（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 
当第 3四半期会計期間 
自 平成 16年 7月 1日 
至 平成 17年 3月 31日 

前第 3四半期会計期間 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

前事業年度 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 6月 30日 

※ 現金及び現金同等物の第 3 四半
期会計期間末残高と第 3 四半期貸
借対照表に掲載されている科目の

金額との関係 
 
現金及び預金勘定   456,387千円 
預入期間が 3ヶ月を超える定期預金 

△97,276千円 
現金及び現金同等物 359,111千円 

※ 現金及び現金同等物の第 3 四半
期会計期間末残高と第 3 四半期貸
借対照表に掲載されている科目の

金額との関係 
 
現金及び預金勘定   493,556千円 
預入期間が 3ヶ月を超える定期預金 

△97,247千円 
現金及び現金同等物 396,309千円 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲載されている科

目の金額との関係 
 
 
現金及び預金勘定  502,001千円 
預入期間が 3ヶ月を超える定期預金 

△97,249千円 
現金及び現金同等物 404,751千円 
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（リース取引関係） 
当第 3四半期会計期間 
自 平成 16年 7月 1日 
至 平成 17年 3月 31日 

前第 3四半期会計期間 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

前事業年度 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 6月 30日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンスリース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンスリース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンスリース取引 
 

1.リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び第 3 四半期
末残高相当額 

(単位：千円)

 
1.リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び第 3 四半期
末残高相当額 

(単位：千円)

 
1.リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相

当額 
(単位：千円)

 取得価額

相当額 
減価償却

累計額相

当額 

第 3四半期
末残高相

当額 
工具器具

備品 
6,280 5,260 1,019 

ソフトウ

エア 
285 275 9 

合 計 6,565 5,536 1,028  

 取得価額

相当額 
減価償却

累計額相

当額 

第 3四半期
末残高相

当額 
工具器具

備品 
25,371 21,861 3,510 

ソフトウ

エア 
285 218 66 

合 計 25,656 22,079 3,577  

 取得価額

相当額 
減価償却

累計額相

当額 

期末残高

相当額 

工具器具

備品 
21,951 19,511 2,440 

ソフトウ

エア 
285 232 52 

合 計 22,236 19,743 2,492  
 

2.未経過リース料第3四半期末残高相
当額 
１年内 570千円 
１年超 503千円 
計 1,073千円  

 
2.未経過リース料第3四半期末残高相
当額 
１年内 3,196千円 
１年超 1,073千円 
計 4,269千円  

 
2.未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 1,988千円 
１年超 799千円 
計 2,787千円  

 
3.支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 
支払リース料 1,761千円 
減価償却費相当額 1,591千円 
支 払利息相当額 47千円 

 
3.支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 
支払リース料 5,011千円 
減価償却費相当額 3,683千円 
支払利息相当額 217千円  

 
3.支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 
支払リース料 6,529千円 
減価償却費相当額 6,013千円 
支払利息相当額 254千円  

4.減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとする定額法によって

おります。 

4.減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 
同左 
 

5.利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

5.利息相当額の算定方法 
同左 

5.利息相当額の算定方法 
同左 
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（有価証券関係） 
（単位：千円） 

種類 
当第 3四半期末 

（平成 17年 3月 31日現在）
貸借対照表計上額 

前第 3四半期末 
（平成 16年 3月 31日現在）
貸借対照表計上額 

前事業年度末 
（平成 16年 6月 30日現在）
貸借対照表計上額 

その他有価証券 

投資有価証券 10,680 40,000 40,000 
マネー・マネジメント・ 
ファンド（MMF） 10,012 10,011 10,011 

計 20,692 50,011 50,011 

 
（デリバティブ取引関係） 
当第 3四半期会計期間（自平成 16年 7月 1日 至平成 17年 3月 31日） 
当社はデリバティブ取引をまったく行っておりませんので、該当事項はありません 

 
前第 3四半期会計期間（自平成 15年 7月 1日 至平成 16年 3月 31日） 
当社はデリバティブ取引をまったく行っておりませんので、該当事項はありません。 

 
前事業年度（自平成 15年 7月 1日 至平成 16年 6月 30日） 
当社はデリバティブ取引をまったく行っておりませんので、該当事項はありません。 

 
（持分法損益等） 
当第 3四半期会計期間（自平成 16年 7月 1日 至平成 17年 3月 31日） 
当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

 
前第 3四半期会計期間（自平成 15年 7月 1日 至平成 16年 3月 31日） 
当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

 
前事業年度（自平成 15年 7月 1日 至平成 16年 6月 30日） 
当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 
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（1株当たり情報） 

 当第 3四半期会計期間 
自 平成 16年 7月 1日 
至 平成 17年 3月 31日 

前第 3四半期会計期間 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

前事業年度 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 6月 30日 

1株当たり純資産額 105,703円 59銭 112,350円 94銭 111,570円 09銭 

1株当たり第 3四半期 
（当期）純利益又は 
第 3 四半期純損失
（△） 
 
潜在株式調整後 1 株
当たり第 3四半期 
（当期）純利益 

△3,907円 42銭 

 
潜在株式調整後 1 株当たり第
3四半期純利益については、1
株当たり第 3 四半期純損失の
ため記載しておりません。 

4,772円 51銭 
 

 
4,770円 74銭 

3,951円 99銭 
 

 
3,917円 90銭 

 

（注） 1株当たり第 3四半期（当期）純利益又は第 3四半期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであ
ります。 

 当第 3四半期会計期間 
自 平成 16年 7月 1日 
至 平成 17年 3月 31日 

前第 3四半期会計期間 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

前事業年度 
自 平成 15年 7月 1日 
至 平成 16年 6月 30日 

1株当たり第 3四半期（当期）
純利益金額又は第 3 四半期純
損失（△） 

 

第 3 四半期（当期）純利益又
は第 3四半期純損失（△） △26,424千円 31,557千円 26,277千円 

普通株主に帰属しない金額 － － －

普通株式に係る第 3四半期（当
期）純利益又は第 3 四半期純
損失（△） 

△26,424千円 31,557千円 26,277千円 

期中平均株式数 6,762株 6,612株 6,649株 
  
潜在株式調整後 1 株当たり第
3四半期（当期）純利益金額 

 

第 3 四半期（当期）純利益調
整額 

― ― ―

普通株式増加数 ― 2株 57株 
（うち新株予約権） （―） （2株） （57株） 
希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後 1 株当たり第
3四半期（当期）純利益の算定
に含めなかった潜在株式の概

要 

平成 14年 8月 22日臨時株
主総会決議ストックオプ

ション（旧商法第 280条の
19 の規定に基づく新株予
約権）普通株式 276株 
平成 15 年 11 月 27 日臨時
株主総会決議ストックオプ

ション（商法第 280条の 20
及び商法第 280 条の 21 の
規定に基づく新株予約権） 
普通株式 792株 
平成 16年 9月 22日定時株
主総会決議ストックオプシ

ョン（商法第 280 条の 20
及び商法 280 条の 21 の規
定に基づく新株予約権） 
普通株式 139株 

平成 14年 8月 22日臨時株主
総会決議ストックオプショ

ン（旧商法第 280条の 19の
規定に基づく新株予約権） 
普通株式 315株 
平成 15 年 11 月 27 日臨時株
主総会決議ストックオプショ

ン（商法第 280 条の 20 及び
商法第 280 条の 21 の規定に
基づく新株予約権） 
普通株式 835株 

平成 14年 8月 22日臨時
株主総会決議ストック

オプション（旧商法第

280 条の 19 の規定に基
づく新株予約権） 
普通株式 62株 
（当期中にすべて失効

している） 
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（重要な後発事象） 
 第 9 期第 3四半期会計期間において該当事項はありません。 
 
 

（その他） 
当四半期財務諸表のうち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計
算書は、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」
の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく会計監査人の手
続きを実施しております。 
 
 


	1. 業績
	2. 業績の概況
	3. 当期の見通し
	4. 四半期財務諸表

